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健康は幸せの第一条件
永井純子
I . 健康は幸せの第一条件
人は誰でも幸福な生涯を送りたいと願う。
心身ともに健康で幸福な生活を送ることは，
すべての人々の共通の願いであり，いつの時
代においても人生の日標の中で第一にあげら
れてきた。現在，わが国の平均寿命は生活環
境の改善や医学の進歩により，男性78歳女
性85歳と世界有数の水準に達している心し
かしながら，現在の少子化と長寿化の傾向が
続くと， 2020年には高齢化率が25.5%となり，
4人に1人が高齢者となる見込みである 2)。さ
らに2050年には3人に1人が高齢者になると推
測されており，医療費の増大，保健医療シス
テムの崩壊が危惧される。この人口の急速な
高齢化とともに疾病全体に占めるがん，心臓
病，脳卒中，糖尿病等の生活習慣病の割合が
増加しており， これに伴う要介護者等の増加
も深刻な社会問題となっている 3)。
そこで21但紀のわが国をすべての人々が健
やかで心豊かに生活できる活力ある社会とす
るために，従来にも増して健康を増進し，寝
たきりにならない状態で生活できる期間（健
康寿命）の延伸等を図っていくことが極めて
重要となってくる。さらに人生80年が現実の
ものとなった今，単に寿命を延ばすという量
的な問題に加えて，いかに有意義に生きるか
という質的な問題がより重要となってくる。
健康は生きる目的ではなく，毎日の生活の資
源であり，身体的能力であると同時に社会的
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図2 わが国の死因（人口10万対死亡数）
個人的資源である。これからは健康であるこ
とが最大の能力になるだろう。 【図1, 図2】
I. 健康と長寿は人間の生来の権利で
ある
1946年， WHOは世界保健機関憲章
(Magna Carta for Health of the WHO, 
Constitution of the WHO)の前文で「健
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康」を次のように定義している。 "Healthis 
a state of complete physical, mental, and 
social well-being and not merely the ab-
sence of disease or infirmity (健康とは身
体的，精神的，社会的に完全に良好な状態で
あって，単に疾病がないとか虚弱でないとい
うことではない）"。続いて，「到達し得る最
高の健康水準を享受することは，万人の韮本
的権利であり，人種・宗教・政治的信条・社
会経済的条件のいかんを問わない事項である。
それぞれの人間集団が健康であることは，平
和と安寧を得る上で不可欠の事柄であり， こ
のためには個人も国もお互いに十分協力しな
ければならない」。
従来，健康は身体的，精神的に良好な状態
として，個人レベルで捉えられてきた。この
健康憲章で始めて社会的にも健全な状態とし
て，集団レベルで捉えられるようになり，社
会的に良好な状態であるという前提として
「健康と長寿は，人間の生来の権利である」。
すなわち，健康が基本的人権であることが示
されている。日本国憲法第25条にも「すべて
国民は，健康で文化的な最低限度の生活を営
む権利を有する。国はすべての生活部面につ
いて，社会福祉，社会保障および公衆衛生の
向上及び増進に努めなければならない」とう
たわれており，世界保健機関憲章と同様に健
康が基本的人権であり， これを守る責任が国
にあることが明記されている。 1978年にはプ
ライマリ・ヘルス・ケア宣言が採択され，人々
の健康を守るために，単に医療を中心とする
治療だけではなく，健康増進，予防活動，治
療後の社会復帰などを含めた幅広い活動が互
いに連携した形で展閲されなければならない
ことが提示された 4)5)。さらに1986年にカナ
ダのオタワで開催されたWHO第一回ヘルス
プロモーション国際会議でヘルスプロモーショ
ンが世界的な運動になる。 【図3】
1978年 プライマリ・ヘルス・ケア宣言
自己管理：自分の健康は自分で守る権利と義務がある
図3 世界保健機関 (WHO)の活動
皿健康成立の要因と7つの健康習慣
ラ・ロンドによれば，「人の健康は各人の
持っている遺伝，性，年齢などの生物学的な
資質人を取り巻く環境，保健医療システム，
人の生活行動（ライフスタイル）の4つの要
因によって成り立つ。また，わが国のように
生活習慣病が最大の健康問題となった社会で
は，健康問題の原因（危険因子）の大部分は
生活行動にある」ことを指摘した。米国では
「死因のトップ10」での各要因の寄与割合は
生活行動50%,遺伝20%,環境20%,保健医
療システム10%と推計されている。また，カ
リフォルニア大学のブレスロー博士は1972年
からカリフォルニア州アラメダ郡に住む成人
男女7288名を対象として， 日常の生活と健康
との関係を約9.5年間追跡調査した 6)。その結
果どの年齢においても①通常7時間から8時間
の睡眠をとる，②ほとんど毎日朝食を食べる，
③間食を食べない，④適正な体重を保つ，⑤
定期的に運動または活動的な仕事をする，⑥
酒を多く飲まない，⑦喫煙しない，などの健
康的な生活行動を多く実践しているグループ
ほど死亡率が低いことを報告し（ブレスロー
の7つの健康習慣）， この7つの健康習慣につ
いては，その後，米国の大規模調査（フラミ
ンガム・スタディ）でも健康への影響が大き
いことが立証されている。新しく蓄積された
これらの知見は生活習慣病の増加と相まって，
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従来の成人病対策の転換をせまるものであっ
た。すなわち，早期発見• 早期治療による成
人病対策から生活習慣の改善による生活習慣
病の発症そのものを予防しようとする対策
（第一次予防）への転換をせまるものであっ
た。
N. ヘルスプロモーション（健康増進）
活動
このような流れを背景に，平成8年公衆衛
生審議会は国民に生活習慣の菫要性を喚起し，
健康に対する自発性を促し，生涯を通じた生
活習慣改善のための個人の努力を社会全体で
支援する体制を整備するため，新たに生活習
慣病 (Lifestyle-relatedDisease) の概念を
導入して，従来の対策に加え，生活習慣の改
善を目指す予防を推進する対策を明確に打ち
出した7)。健康管理の領域は疾病予防からへ
ルスプロモーション（健康増進）の方へ拡がっ
てきている。これまでの疾病を早期発見，早
期治療する，抑えこむといった視点から，栄
養，運動，休養，の3つ（健康増進3原則）を
柱にして健康を増進させ，自らの積極的な意
思で人間らしい豊かな生活を築き，それを楽
しむ，すなわち， QOL(Quality of Life) 
を重視して長寿を全うするというヘルスプロ
モーション（健康増進）の考え方である 8)0 
オタワ憲章では「ヘルスプロモーションとは，
人々が自らの健康をコントロールし，改善す
ることができるようにするプロセスである」
と定義されている 9)。島内によれば，ヘルス
プロモーションは個人とコミュニティが健康
の決定要素をコントロールすることを増大さ
せ，それによって健康を改善することを可能
にするプロセスである。それは，健康状態を
変化させるための基礎的なニードの充足はも
とより，生活の質 (QOL) までも高めよう
とする人々のために統一された新しい概念で
ある。そしてそれはまた健康な未来を創造す
るために，人々と環境との間を調整する戦略
や個人の健康的選択を，社会的責任に統合さ
せる戦略を持っている。ヘルスプロモーショ
ンは特定の病気を持つ人々に焦点を当てるの
ではなく，日常生活を営んでいるすべての人々
に目を向け，個人の健康を規定している条件
や要因に向けて行われる，つまり，個人が健
康を増進する能力を備える（健康教育），個
人を取り巻く環境を健康に資するように改善
する（環境改善）の2つの柱を主な戦略とし
て，現在の健康状態の差異を減少させること，
すべての人々が自らの健康の潜在能力を十分
に発揮できるような能力を付与するための平
等な機会と資源を確保することを目的として
いる。ここでは「健康」は抽象的な挑戦とし
てではなく，人の潜在能力を最大限に生かす
ということであり，環境の挑戦に対して，積
極的に反応していく能力であると捉えられて
いる 10)。 【図4,図5】
図4 健康増進の 3原則
図5 クオリティ・オプ・ライフ (OOL)
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V. 健康を阻害する要因 (Riskfactor) 
健康増進および疾病予防を進めるためには，
健康に影響を及ぼす諸要因，疾病の発生原因，
疾病の自然史を明らかにし，どの部分に焦点
を絞った対策が有効かを考えなければならな
い。健康は人間（宿主host)が外部の環境
environmentに対して適応adaptationし，そ
の恒常性homeostasisを維持することによっ
て成立している叫人間と環境の間の相互関
係の上に成り立つもので， これを宿主・環境
関係host-environmentrelationshipという。
疾病は宿主と環境のいずれかが優勢あるいは
劣勢になった場合に起こる。感染症のように
特定の外因（病原体）が発病に主要な役割を
果たす場合，疾病の発生には病原(agent),
宿主 (host), 環境 (environment)の3条件
が揃わなければならない。予防手段も比較的
容易に実施できる。しかし，近年増加してき
だ慢性疾患などでは，病気の要因は多岐にわ
たり（多要因説），宿主の素因が病像に影響
し，また要因の多くは非特異的で日常的因子
である。従って予防対策も多様である。この
ような病気の発生と相関関係が認められてい
る要因はそれが病気の原因である可能性をもっ
ていることからリスク要因 (Riskfactor) 
といわれている。このような病気の予防には
まず，それぞれのリスク要因を明らかにし，
その要因を除去したり軽減する対策がとられ
なければならない。生活習慣病の出現率が高
い欧米諸国では，広範囲の調査・研究から生
活習慣病病とその危険因子についての知見が
蓄積されている 12)13) 0 
Kaplan は肥満・糖尿病•高脂間症，高血
圧の4つの病気は同時に起こりやすく， さら
に心筋梗塞などが起こりやすくなることから，
これらを「死の四重奏」と呼んでいる 14)。な
かでも高脂血症に関してはリポ蛋白質異常が
注目されている。低比重リポ蛋白 (LDL)
はコレステロールを運搬する促進因子として，
高比重リポ蛋白 (HDL) はコレステロール
を除去する抑制因子として働き，持続的な運
動により HDLが増加することが広範な疫学
調査から明らかにされている叫また，適度
な連動は単に脂質代謝の改善だけでなく，高
血圧，糖尿病，肥満，ストレスなども改善す
る効果も併せ持っていることが示唆されてい
る。特に虚血性心疾患をはじめとする動脈硬
化性疾患では初期病変がすでに青少年にみら
れることが明らかにされ，関連するすべての
リスク要因を同時にコントロールすることが
より効果的と考えられ，米国を中心に多要因
調整の介人が試みられ効果をあげている 12)13) 0 
【図6, 図7】
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図6 疾病発生の3要因
図7 死の四重奏 (Kaplan)
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VI. わが国における健康づくり運動
「健康日本21」
平成12年，厚生省は21世紀における国民健
康づくり運動「健康日本21」を提唱する 16)0 
このプログラムはアメリカ政府が1979年に公
表した「Healthy People 2000」をモデルと
して， 2000年から2010年まで実施することを
決めたヘルスプロモーション計画である。
「健康日本21」の基本理念は「すべての国民
が健康で明る＜元気に生活できる社会の実現
のために，壮年期死亡の減少，健康寿命の延
伸と健康に関する生活の質の向上を目指し，
一人一人が自己の選択に韮づいて健康を増進
する。そして，その個人の活動を社会全体が
支援していくこと」である。わが国ではこれ
まで異常の早期発見•早期治療を目的とする
第二次予防が予防対策の主流であり，それに
関わる知見と方法論はおもに医学の分野で蓄
図8 21世紀における国民健康づくり運動
「健康日本21」
図9 「健康日本21」の目標9領域
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図10 疾病のNaturalHistory (自然史）と予防
積されてきた。しかし，近年では疾病構造の
変化を背景に疾病の発症を少なくし，さらに
は健康のレベルそのものを質的に高めること
をめざした第一次予防の視点が重視されるよ
うになった。第一次予防では健常者やハイリ
スクの状態（ハイリスクとは医学的には異常
が認められないが，疾病へ移行する危険が高
い状態を指す）にある者が対象となる 17)。
「健康日本21」では，わが国で大きな課題と
なっている生活習慣や生活習慣病を①栄養・
食生活，②身体活動・運動，③休養• こころ
の健康づくり，④たばこ，⑤アルコール，⑥
歯の健康，⑦糖尿病，⑧術環器病，⑨がんの
9つの分野で選定し，それぞれの取り組みの
方向性と具体的な目標が示されている。また，
その基本となる方針は，第一次予防の重視，
健康づくり支援のための環境整備，健康づく
り運動の目標設定とその評価，多様な健康増
進運動実施主体間の連携である。 【図8,図9,
図10】
VI. 新しい健康教育プログラムの開発
欧米では虚血性心疾患などの慢性疾患の高
い出現率， タバコ，アルコールを含めた依存
性薬物乱用の広がりなどの深刻な状況を背景
に， これらの予防を具体的目標とした健康教
育プログラムが開発されている。オーストラ
リアの Lifestyle教育， アメリカの KYE
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Program, CATCH Programなどはその代
表的なプログラムである。このうち米国
National Heart Lung and Blood Institute 
(NHLBI) によって開発された CATCH
Programは米国における最も新しい大規模
な研究プロジェクトの1つで，学校・地域・
家庭•各種専門機関との連携を通して， ライ
フスタイル全体を見直す包括的な健康教育を
目指している 18)0 
CATCH Programは3つの主な目標を持っ
ている。 1つは運動プログラムの実施，すな
わち学校における体育の授業数を増やすこと
によって疾病誘発の危険因子の一つである運
動不足を解消することを目指す。 2つ目は学
校給食への介入による食事からの栄養改善で
ある。学校給食への介入研究EatSmart Pr 
ogramは朝食を食べて来ない子ども達の栄
養不足を補うとともに，食事に含まれる食塩
量・脂肪量を減らし，子ども達の高コレステ
ロール・高脂血症• 肥満を防ぐことを主なね
らいとしている。そして3つ目は新しい行動
科学理論を取り入れた喫煙防止プログラムで
ある。 CATCHプログラムはこれら3つのプ
ログラムを実施することにより，子ども達の
健康に対する意識を高揚させ，成人期におけ
る心臓血管系疾患の危険因子を削減すること
を最終目標としている。
これらのプログラムはいずれも疫学調査に
よって明らかにされた生活習慣病の危険因子
に関する知見をもとに，新しい行動科学理論
が取り入れられている点に特徴がある。新し
い行動科学理論は保健行動の形成に影響を与
える要因を個人的要因と社会環境に分け，知
識 (Knowledge), 態度(Attitude), 行動
(Behavior)を基本カテゴリーとし，特に友
人関係や家庭，地域社会での影響などの社会
環境を重視している。 WHO専門委員会の定
義によれば，「健康教育とは健康に関する知
識態度，行動などについての個人や集団，
地域社会などの持つすべての経験を活用する
図1 アメリカの給食プログラム
ジアナ・ミネソタ・カリフォルニ
96小学校（介入校56,対照校40)
図12 Eat Smart Program 
動機付けに関わる要因（先行因子）
図13 米国の食生活プログラムの行動変容モデル
ことによって住民の知識，態度，行動などを
変容させる努力や過程である。また，その間
に専門家によってなされる教育的，支援的な
活動も含まれるものである」。健康教育は，
まず第1段階として対象者が正しい知識や理
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解を持つ（知識の習得），第2段階として積極
的で前向きな姿勢や態度を持つ（態度の形成），
第3段階として日常生活の中で必要なことを
実行し，良くないことを止め，良いことをす
る（行動の変容）といった段階的な目標を達
成していくことが大切で，最終段階の目標は
健康のための行動が継続されること（行動の
維持）である 19)。GreenL.W. は個人の健康
行動の変容は知識，意識，関心など（先行因
子）を高めることが有効であり，さらに意志
決定 (healthdecision making-skills), 自
己主張コミュニケーションなどのライフスキ
ル（促進因子）および家庭，地域など周囲の
影響（強化因子）を強化することが個人の疾
病予防行動に繋がり，健康問題解決へ導くと
述べており，新しい健康教育の基本モデルを
提示した20)。 【図11, 図12, 図13】
VJI. 我が国の学校における健康教育の
取り組み
健康教育（保健教育）は，わが国の教育の
National Guide Lineである学習指導要領に
よって学校教育の重要な柱として位置づけら
れている。わが国の教育システムの中では保
健に関する授業は小学校では「健康な生活」，
中学校では「環境と健康」「健康と生活」，高
等学校では「現代社会と健康」，「環境と健康」，
「生涯を通じる健康」「集団の健康」の単元の
中で一貫性を持たせて健康教育が展開できる
ようにカリキュラムが構成されている。また
教科としての保健体育の時間にとどまらず，
小学校では理科（生活科）や家庭科，中学校
では社会，理科，技術家庭などの関連教科や
道徳，特別活動，さらには学校における教育
課程外活動も健康教育の一環としての役割を
担う重要な学校教育の一部分であることが明
示されている。さらに，新学習指導要領改訂
に向けての教育課程審議会答申においても
「健康については健康教育の一層の充実を図
るため，健康科学を基盤として自他の生命を
尊重し，生涯を通じて健康で安全な生活を送
るための基盤を培う観点から小学校，中学校，
及び高等学校を通じて，健康•安全に関する
基礎的，基本的な知識を理解させ，児童•生
徒が発逹段階に応じて自主的に健康な生活を
実践することができる能力と態度を育成する
ことを重視して内容を精選する」と記述され，
系統性のある生涯を通じた健康教育の重要性
が示され， これを受けて平成10年に公示され
た新しい学習指導要領では，その総則で「学
校における体育・健康に関する指導は学校の
教育活動全体を通じて適切に行うものとする。
特に，体力の向上及び心身の健康の保持増進
に関する指導については，体育科の時間はも
とより，特別活動などにおいてもそれぞれの
特質に応じて適切に行うよう努めることとす
る。また，それらの指導を通して，家庭や地
域社会との連携を図りながら， 日常生活にお
いて適切な体育・健康に関する活動の実践を
促し，生涯を通じて健康•安全で活力ある生
活を送るための基礎が培われるように配慮し
なければならない」と健康教育が教育活動全
体を通じて行うものであることを明記すると
ともに学校と地域が連携した教育の必要性を
強調し，幼稚園，小学校，中学校の各段階に
おけるカリキュラム内容には健康教育の視点
が明確にされている 21)22) 23) 0 
一方，早期化する子ども達の行動は不健康
な食習慣，運動・睡眠不足，喫煙・飲酒，早
期の性行動や若年妊娠，いじめ，不登校，暴
力などの行動が顕在化し， これらの行動は相
互関連が強いことが報告されている工また，
全国の小学生から高校生までを対象とした調
査では，自己効力感，セルフエスティームな
ど心の健康状態が良好でない子どもと生活習
慣の乱れが関連するという仮設が検証されて
いる 25)。問題が表面化，深刻化してからの対
症療法的な取り組みではなく，青少年期の危
険行動の根底に存在する共通の要因に目を向
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け，その共通要因に対する働きかけを始める
ことが大切であると，川畑ら (JKYB研究会）
はその共通要因に対する働きかけ（ライフス
キル教育）を始めている。 JKYB研究会によ
ると， ライフスキルとは日常生活の中で起こ
るさまざまな問題を効果的に解決するのに必
要な心理社会的能力であり，青少年期の危険
行動の形成に関わる共通要因こそがセルフエ
スティーム（健全な自尊心）の形成を中核と
するライフスキルである。同研究会が開発し
た喫煙防止教育プログラム (NICEII) はた
だ単に喫煙に関する知識を獲得させるだけで
はなく，喫煙開始に関わる社会的・個人的要
因に気付かせるとともに，意志決定や自己主
張コミュニケーションなどのライフスキルを
形成することによって，知識を「喫煙しない」
という行動に結び付けることを可能としてい
る。また，食生活教育ではただ単に栄養素の
働きやそれらを多く含む食品に関する知識を
習得させるだけではなく，食行動に影響する
個人的要因や社会的要囚に気づかせること，
食品の広告や食品表示の分析スキルなど，食
品選択のための具体的スキルを習得させるこ
と，そして習得した知識やスキルを実際の生
活に適用する機会を提供することなどが含ま
れている 26)27)。 【図14】
ライフスキルとは日常生活で生じる様々な問題や要求に対して，建設的かつ効果的に対処するた
めに必要な心理社会的能力．誰でもが学習し経験し練習することによって獲得することが可能
な能力である
JKYB研究会
図14 KYBの5つのライフスキル
IX. 今後の課題
近年，我が国では各地域でこのような視点
からの健康教育の模索が始められている。そ
の代表的なものに文部省による健康教育推進
研究指定校事業，及び日本体育。学校健康セ
ンターによる健康教育推進地域事業等がある。
これらは文部省を中心とした学校・家庭・地
域の連携をめざした試みである。 2つの事業
については文部省と日本体育・学校健康セン
ター及び各地域の教育委員会の共同主催によ
り，毎年開催される全国健康教育研究協議会
の中でその実践の成果についての研究討論会
が行われている 28)29) 30)。同種の試みはエイズ
教育（性教育）推進地域事業でも行われてい
る31)。これらの事業は全国的規模で継続され
ていること，健康教育の成果が公表されるこ
となどの点で重要な試みであるが，健康教育
の取り組みが各地域に任されているのでテー
マ，内容，方法など地域の主体性と独自性が
保証される反面，全体として系統性に欠ける
点や財政的規模が小さく，その保証も2年に
限られるために単発的に終わることが多い点
などの問題点を抱えており，今後， これらの
問題をどうして解決して行くかが課題である。
厚生省関連では厚生省心身障害研究の中の
「小児期からの健康的なライフスタイルの確
立に関する研究」において学校・家庭・地域
の連携による健康実態調査，健康教育が試行
されている 32)33) 34)。この研究班は文部省関連
の事薬が地域の中でも学校を中心に据えて行
われているのに対して，地域・医療・公衆衛
生サイドからのアプローチが主であり，大学
等の社会医学系研究機関や地域の保健所，健
康センターが中心である。さらにこれらの中
央官庁にサポートされている事業の他にも各
地域や学校での多くの取り組みがある。しか
し，わが国の学校と地域の連携による健康教
育は全体としては緒についたばかりで，専門
性を異にする様々な分野の学際的・職際的な
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協力が行われ，それぞれ単独では実行不可能
であった課題を乗り越える努力が行われるこ
とが求められる。
一方，欧米のプログラムの多くは実施後の
成果が客観的に評価されてその有効性が明ら
かにされている。しかし，欧米の各国はその
有効性が実証された良い健康教育プログラム
を持ちながらプログラム実施の広域化には必
ずしも成功していない。これはわが国のよう
に全国的に均質でレベルの高い学校教育， こ
とに小学校から中学校へかけての義務教育シ
ステムがないこととも関連があると思われる
（イギリスでは数年前から NationalGuide 
Lineが制定された）。これは健康教育のあり
方，進め方にはそれぞれ国の歴史的，文化的，
社会的背景が色濃く反映されていることを示
している。欧米のプログラムをわが国に導入
する際には，その基本にある個人主義の考え
方やわが国の社会風上とどのように調和ある
いは止揚していくかという困難なステップが
あることを忘れてはならない。現代の健康課
題に対処するためには，新しい視点と新しい
手法が必要である。米国疾病管理予防センター
(CDC; Centers for Disease Control and 
Prevention) は，現代の健康課題には個人
の行動，特に青少年の危険行動が深いかかわ
りを持つことを指摘し， これを「青少年の6
つの危険行動 (RiskBehavior)」 ： 1.故意
または不慮の事故に関係する行動， 2.喫煙，
3. 飲酒および薬物乱用， 4.望まない妊娠，
HIV/AIDSを含む性感染症に関する性行動，
5. 不健康な食生活， 6.運動不足，にまとめ
た。 そして，青少年の「危険行動」を抑制
あるいは低減することが現代の健康課題解決
のキーワードであるという新しい健康教育の
視点を提示している。青少年の「危険行動」
の背景要因として，青少年の心理社会的要因
の重要性を指摘し，心理社会的能力の育成を
めざす教育，その有効性を客観的に評価し，
モニタリングしていく行動科学理論に基づい
た健康教育の手法に期待がかけられる 35)36)。
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